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20世紀後半に世界の人口は急増し、現在60億人を超

えています。人口増加は今後も続き、2050年には90億

人に達するという予測もあります。人口増加によって、地

球規模での食糧不足や資源の大量消費による環境悪化

など、さまざまな問題の深刻化が懸念されています。

人口増加は特に開発途上国で起きていることから、

世界の人々の生活を安定させるためにも、こうした

国々の適切な開発が不可欠です。

開発途上国の人々の多くは農村に居住していますが、

現在、過耕作・過放牧・森林破壊、それらに起因する

水資源の枯渇、土壌流亡などによる農業生産性の低

下、保健衛生・基礎教育など社会サービスの不備といっ

た問題によって、その生活状況は悪化しています。さら

に、農村と都市の生活水準の格差は、都市への人口流

入やスラム形成など、あらたな問題を生んでいます。

人々の豊かな生活を実現していくためには、農村の

限りある資源を持続的に活用できるよう、環境との調

和や都市部との関係に留意しながら、農村住民の生活

に焦点を当てた総合的な農業・農村開発を進める必要

があります。また、鳥インフルエンザのような問題は、

発生地域の農民に経済的、健康的被害を直接与えるば

かりでなく、その国に居住する人々や周辺国にも被害

が広がる可能性があります。こうした問題について

は、関係国間にまたがった広域的な対応を進める必要

があります。

これらの課題に積極的に取り組むことは、国連で制定

したミレニアム開発目標（MDGｓ）を達成するための協調

行動にも合致しています（P.70参照。こうした戦略と目標

には、「人間の安全保障」、そして国際社会のより安定的

な発展という観点から、貧困層に対する支援の強化が

明示されています）。

農業・農村開発は、紛争後の農村復興においても重

要分野として注目を集めています。具体的には、食糧の

安定供給、難民や除隊兵士の定着促進といった活動が

あります。近年の「貧困削減・平和構築」および「人間の

安全保障」の流れに対応するためにも、農業・農村開発

に期待される役割はますます大きくなってきています。

JICAでは、これらの課題に対応するため、貧困削

減、農業・農村開発、水産の３分野で事業を実施し

ています。

農村開発分野の概要

農村開発
貧困削減／農業・農村開発／水産

課題の概要…………………………………………………………………

現在、世界では13億人（世界人口の５人に１人）、

開発途上国人口の３人に１人が貧困状態にあるとされ

ています。

貧困削減は世界共通の大きな目標で、MDGsにも掲

げられています。ここでいう貧困削減とは、単に所得

を向上させることではなく、すべての人が衣食住に事

欠くことなく、健康で創造的な生活を送り、国や社会

から不当な扱いを受けず、自由、尊厳、自尊心を保

ち、社会に参画できるようになることをいいます。

貧困には多様な側面があります。また、貧困が環境

破壊を引き起こし、劣悪な環境が貧困を悪化させると

いうような悪循環が見られます。2001年に発表された

経済協力開発機構（OECD）の開発援助委員会（DAC）

の「貧困削減ガイドライン」では、貧困とは、経済的

能力、人間的能力、政治的能力、社会的能力、保護

的能力の５つの能力が不十分な状態であるとし、それ

ぞれの潜在能力を高める包括的なアプローチが必要で

あると国際的にも合意されています。

また、貧困層自身の能力の不足が貧困のおもな原因

なのではなく、貧困層に不利な環境や社会構造（既得

権益や差別などが社会的弱者をつくり出す構造など）

が相互に関係して貧困をつくり出し、固定化させてい

ることにも留意しなければなりません。貧困削減のた

めには貧困層をとりまく環境を変化させ、貧困の悪循

環を断ち切って、貧困層の潜在能力を発揮させる機会

をつくることが重要です。

貧困削減

農地林の復旧と農民の生計向上をめざし、零細農民に環境保全機能の高い作物
や樹木の育成・管理方法を伝える（ケニア「半乾燥地社会林業強化プロジェクト」）
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JICAの取り組み ……………………………………………………

貧困の定義と貧困削減支援の目標

JICAでは貧困を「人間が人間としての基礎的生活を

送るための潜在能力を発揮する機会が剥奪されてお

り、あわせて社会や開発プロセスから除外されている

状態」と定義しており、貧困削減支援の目標は、貧困

層の潜在能力の向上と、貧困層をとりまく社会構造や

制度の改善の２つに大きく分類されます。また、経済

的能力、人間的能力、政治的能力、社会的能力、保

護的能力の５つの能力を向上させるための４つの開発

戦略目標を設定しています（政治的能力と社会的能力

の向上を目的とした活動は共通するものが多いため、

１つの開発戦略目標としています）。

①貧困削減のための計画・制度・実施体制整備（政治

的能力、社会的能力）

②貧困層の収入の維持・向上（経済的能力）

③貧困層の基礎的生活の確保（人間的能力）

④外的脅威の軽減／貧困層のショックに対する能力向

上（保護的能力）

貧困を生み出す構造と要因、貧困の状況・現象は、

国・地域によって異なり、多様で複雑です。このた

め、JICAでは国別・地域別に貧困の要因と状況を十

分に理解した上で、個々の援助スキームの特徴を有効

に活用しながら、個々の事業が全体として相乗効果を

発揮するよう取り組んでいます。

貧困削減支援の対象レベルと複層アプローチ

JICAでは、①国家レベルにおける政策・制度支援

（マクロレベル）、②地域社会を通じた支援（メゾレベ

ル）、③貧困層への直接支援（ミクロレベル）の３つの

レベルで貧困削減支援に取り組んでいます。こうし

て、貧困層自身の能力強化と、貧困層をとりまく社会

構造、政策、制度の改善の双方に対して効果的に支援

を進めるとともに、マクロ、メゾ、ミクロを包括的に

とらえて、貧困層の能力を強化させることとしています。

これら３層の対象支援レベルを整理すると、図表３-9

のようになります。また、図表３-10に示すように、

複数の対象支援レベルを連係させることにより、より効

果的なアプローチ（複層アプローチ）を計画しています。

貧困削減支援� ①国家レベルにおける政策・制度支援（マクロレベル）�
貧困層に裨益する経済政策や、貧困層のニーズが反映される制度・政
策の策定を促す�

③貧困層への直接支援（ミクロレベル）�
貧困層の最も脆弱なグループを対象とする支援�
支援対象例は少数民族、土地なし農民、HIV/エイズ患者、難民・国内
避難民、 女性世帯主家庭、高齢者、障害者など�

②地域社会を通じた支援（メゾレベル）�
Ⅰ. 住民のニーズに基づいた行政・社会サービスが実施される体制・シス�
 テムを構築、実施する�
Ⅱ. Ⅰのサービスを提供できるよう、人材育成、意識改革、組織・制度改�
 善等のキャパシティ・ディベロップメントを行う�

地方の開発資源を持続
的、効果的に活用した地
方開発メカニズムの構築�

セブ州開発企画局�
（Upperメゾレベル）�

保健省�
（マクロレベル）�

母子健康�
手帳利用の�
全国展開�

重点州保健局�
（メゾレベル）�

�

町自治体�
（Lowerメゾレベル）�

住民組織�
（ミクロレベル）�

ノウハウ・経験の�
フィードバック�

フィールド�
事業の実施�

企画・調整能力�
強化支援�

広報、研修�

母子健康手帳の�
紹介と研修�

母子健康手帳利用�
経験のフィードバック�

開発資源を有効に�
活用した持続的�
フィールド事業支援�

メゾ-ミクロレベル支援の例�
（フィリピン・セブ州地方部活性化プロジェクト）�

マクロ-メゾレベル支援の例�
（インドネシア・母と子の健康手帳プロジェクト）�

�

JICA

JICA

国際�
機関�

二国間�
ドナー�

NGO

図表3-9 貧困削減支援の３つの対象レベル

図表3-10 各レベル間の連係に配慮した協力案件の例
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中米に位置するグアテマラは、国民１人あたりの
GDPは2532ドル（2005年）。国全体で見ると低中所
得国に該当しますが、国家貧困ライン以下の人口が
56.2％と、国内格差が大きな課題となっています。
貧困層の多くがマヤ族などの先住民であることから、
グアテマラでは特に先住民地域を重点に、貧困削減
に取り組んでいます。
JICAは2006年10月から、グアテマラの先住民地域
にあたるトトニカパン県、ソロラ県、ケツァルテナン
ゴ県で、先住民地域に住む小規模農家を対象に生活改
善に向けたプロジェクトを実施しています。
これらの地域では小規模農家が多くを占めています
が、新しい農業技術や改良技術の情報が伝わらないた
め伝統的農法に頼っており、それが貧困から抜け出せ
ない一因となっています。そのため、農牧食糧省、農
業科学技術庁と、同庁の高原地域研究センターをカウ

ンターパートとし、貧困層小規模農家を対象とする農
業技術普及サービス体制を構築して、適正な農業技術
を普及させることをめざしています。
プロジェクトでは、これまで、カウンターパートの参加
を得ながら、ワークショップで活動計画を策定し、プロ
ジェクト目標や今後の活動内容を共有しました。関係者
全員が同じ目標をもち、協働し、グアテマラの貧困農民
の支援体制をつくることが期待されています。

課題の概要…………………………………………………………………

多くの開発途上国では、農業分野に従事する人口が

総人口の過半数を占めており、また農村人口の多くが

貧困層に属しています。さらに、農業は開発途上国の

国家経済の中核を占めているため、農業・農村開発に

かかわる協力は、食糧安全保障、貧困削減、経済開

発といった主要な開発課題に取り組む上で重要です。

必要とされる食糧を国民に安定して供給すること

（食糧安全保障）は、経済と政治の安定をもたらすため

の基本要件です。多くの開発途上国では、食糧不足が

発生することで国民の健康な生活が阻害され､飢餓状

態が発生しています。そして難民が隣国へ大量に脱出

し、地域の国際社会秩序が乱れ、地域紛争の背景とな

るといった事態を引き起こしています。食糧輸入国に

とって、国内で食糧を安定して生産し、供給すること

は、外貨流出を抑える上でもきわめて重要な経済問題

です。また、開発途上国の食糧供給を安定させること

は、日本の食糧安全保障の観点からも重要です。

JICAの取り組み ……………………………………………………

農業･農村開発の基本課題は、安定した食糧の生産

と供給（食糧安全保障）への支援と、貧困問題への対

応（農村開発）の２点です。この２つの課題はきわめて

密接に関連しており、効果的な協力を行うためには、食

糧安全保障へ向けたマクロ（国家）レベルからミクロ（農

村）レベルまでの取り組みへの支援と、ミクロレベルのさ

農業・農村開発

このプロジェクトでは、スリランカのなかでも降水
量が少なく、生活環境がきわめて厳しい南部州ハンバ
ントータ県で、住民の生活向上に向けた協力を実施し
ています。この地域の住民は、農業以外の収入がきわ
めて限られており、雇用機会も少ないため、少ない降
雨に依存した天水農業で生計を立てるしかありません。
そこで、プロジェクトでは、少ない資源を有効活用し
て生活する技術を住民に示すとともに、こうした技術
の習得と普及を進めています。
実際の活動は、今後、住民自身が作成するコミュニ
ティの開発計画（Community Action Plan：CAP）に
よって決まりますが、限られた水を効果的に利用する
農法や農産物の付加価値を高める方法の導入、井戸の
整備による生活環境の改善、改良かまどの普及と薪の

スリランカ・南部地域の村落生活向上プロジェクト（SouthCAP）

グアテマラ・高原地域先住民等小農生活改善に向けた農業技術普及体制構築プロジェクト

先
住
民
コ
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目
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節約を通した周辺自然環境の悪化抑制などが考えられ
ます。その実施手法として力を入れているのが、小規
模灌漑施設や井戸、農村道路を整備する際、住民が
これらの整備を行政から請け負う制度（コミュニ
ティ・コントラクトシステム）の活用です。この制度を
活用することで、住民が必要な施設を自ら整備できる
とともに、工事を請け負うことで彼らの収入の向上に
も貢献すること
が期待されます。

郡の行政官といっしょ
に村人が村の問題につ
いて話し合うところか
ら活動が始まる
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まざまな開発課題に取り組む農村開発への支援が、い

わば車の両輪の関係にあることを理解し、この２つを調

整しながら事業を展開しなければなりません。

このように、農業開発および農村開発の協力は、農

村部と都市部双方の住民への食糧供給の安定、農村貧

困の削減と、国や地域の経済発展を目的としており、

その上位目標は「飢餓と貧困の解消」に象徴されます。

食糧供給を安定させ、農村貧困を削減するための基本

は、持続的な農業生産です。

これらを実現するため、JICAでは次の３つの開発

戦略を設定しています。

①持続可能な農業生産

持続可能な農業生産を実現することは、農村部の飢

餓を解消し、経済活動の手段を強化するとともに、開

発途上国の経済発展の観点からもきわめて重要です。

また、これは都市部への供給を含む安定的な食糧供給

の前提であり、活力ある農村振興を達成するための重

要な要素であるといえます。

持続可能な農業生産に向けたアプローチとしては、

まず国のマクロレベルの農業セクターの状況を的確に

とらえ、状況に即した農業政策を立案・実施するとと

もに、実際に農業生産を拡大させ、生産性を向上させ

ることが重要です。輸出振興による外貨獲得や経済発

展を指向する場合には、輸出体制の整備や輸出競争力

の強化といった輸出促進に関係する取り組みを強化す

る必要があります。また、長期的な農業生産には、環

境への配慮も不可欠です。さらに、農業セクター全体

で将来にわたる持続的発展を確保するには、高等学

校・大学・大学院レベルの農業・農学教育の充実によ

る人材育成も欠かせません。

②安定した食糧供給

すべての国民に十分な量の食糧を安定的に供給する

ことは、農業開発・農村開発

の重要な目的の１つです。農

村地域は、居住者の大部分が

農業に従事していますが、人

口が集中する都市部を中心と

した国内に向けた食糧供給源

であると同時に、住民は国内

に流通している農産物の消費

者でもあります。

安定した食糧供給は、マク

ロレベルでの供給量の確保と、

ミクロレベルでの食糧の公平

な分配の両者が達成されて初

めて実現するといえます。マ

クロレベルでの供給量の確保

開発戦略目標2�
安定した食糧供給�

開発戦略目標1�
持続可能な農業生産�

●国民への食糧供給�

●食糧の生産�
●国家や地域の経済発展�

国家食糧�
安全保障の視点�
（マクロの視点）�

人間の�
安全保障の視点�
（ミクロの視点）�

開発戦略目標3�
活力ある農村の振興�

●飢餓の解消・回避�
●農村貧困の解消�

農
　
業
　
開
　
発�

農　村　開　発�

図表3-11 農業・農村開発の開発戦略目標と協力の視点・目的

に関しては、まず国民の置かれている状況や国内農業

生産力を把握して、国家としてどのように食糧を確保

するかという戦略を策定し、必要な食糧を国内で確保

できない場合は、他国からの輸入によって代替するため

の体制を整備する必要があります。一方で、ミクロレベ

ルでの公平な分配を達成するためには、地域間流通を

中心とした国内流通システムの整備が不可欠です。

③活力ある農村の振興

MDGｓの採択により、開発途上国の貧困削減への

取り組みは以前にも増して大きく注目されるようにな

りました。特に農村では、政策的な農産物価格の低

迷、砂漠化の進行などの生活・生産環境の悪化、出

稼ぎなど都市への依存の増大などが、農村住民の生活

をきわめて不安定にしているという認識から、開発の

対象としての農村とその重要性が改めて脚光を浴びて

います。

農村の飢餓と貧困を解消し、活力ある農村を振興す

るためには、農業生産の改善や農産物の利用・販売の

ほか、手工業や小商いなどの多様な経済活動の振興、

生活道路や飲料水確保などの農村インフラの整備な

ど、多様な取り組みが必要です。また住民の組織化

や、保健水準、教育水準の引き上げなどを通じて、住

民のエンパワーメントをはかることも重要です。

以上の３つの開発戦略の関係は図表３-11のように

整理されます。いわゆる「農業開発」は、開発戦略目

標１を基礎に主として開発戦略目標２をめざすもので

あり、「農村開発」は開発戦略目標１を含みつつ開発

戦略目標３をめざすものであるといえます。

また、農業・農村開発は、各地域の歴史、文化、自然

環境、民族など多様な要素をふまえるべき取り組みであ

り、対象となる地域の状況に応じた対応が不可欠です。
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課題の概要…………………………………………………………………

水産資源は、人類にとって動物性タンパク質の重要な

供給源です。国連食糧農業機関（FAO）の統計による

と、開発途上国では、必要な動物性タンパク質摂取量

のうち、平均20％近くを水産物に依存しています。しか

し、世界人口は増加し続けているにもかかわらず、海

の資源は、すでに持続的に利用できる限界量、もしくは

それを超えて漁獲されているのが現状です。

一方、少ないコストで、技術的にも比較的容易に開

始できる沿岸漁業は、土地や安定した収入源をもたな

い人々にとって、生き残りや生活安定のための重要な

手段です。とはいえ、無秩序な新規参入者の増加が、

過剰な漁獲競争や資源の減少を招き、沿岸資源の状態

が急速に悪化している国が多く見られます。また、沿

岸資源の減少により、漁業活動がより遠方に移ってい

く傾向がありますが、沿岸漁民が所有する漁船は小型

で十分な装備をもたず、彼らの航海技術も未熟なた

め、海難事故が多発しているのが実情です。

また、外貨収入の面からいっても、開発途上国にと

り水産業は重要です。FAOの公式発表によれば、世

界の水産物貿易における開発途上国の輸出は、2004

年の全輸出のうち、金額で48％、量で57％の割合を

占めています。

このように、開発途上国における水産業は、食糧供

給、就業機会の創出、現金収入といった観点から重要

ですが、資源管理の不備、環境悪化による資源の減少

や枯渇という問題をあわせもっています。特に、沿岸水

域では、漁村の慢性的な貧困問題が底辺にあります。

そこで、従来の漁業開発アプローチではなく、支援の対

象を漁業に従事する“漁民”から漁村に住む“漁村民”

全体に広げ、漁村民の生活向上をめざした漁村開発の

視点を入れることが必要になります。そして、資源を保

存、管理し、資源の持続的利用に基づいた新しい漁村

開発を進めることが喫緊の課題となっています。

JICAの取り組み …………………………………………………

こうした状況を受けて、JICAは以下の３つの開発

戦略目標にそって援助活動を行うとともに、目標を達

成するために４つの事項に留意しています。

3つの開発戦略目標

①活力ある漁村の振興

漁村の貧困問題を解決するには、家計収入の安定と住

民の生活改善が必要です。そこで、持続可能な漁業に対

する正しい理解と、適正な技術選択に向けた支援を地道

に行うとともに、農業などの他産業や、教育・保健医療など

の社会開発を含め、包括的な支援に取り組んでいきます。

漁村振興にあたっては、従来の漁業開発型協力の支援対

象であった漁民だけでなく、漁村の全住民を対象とする

ように協力の範囲を広げます。また、持続可能な漁業のた

水産

一に、高価な肥料や機械を用いず、簡単
ながらも重要な稲作技術に限定して研修
しました。第二に、農民によって選ばれた
中核農民に技術を移転し、中核農民から
中間農民に、中間農民からさらに一般の
農民へと技術を伝える、「農民間普及」の
方法を採用しました。第三に、ジェンダー
の視点を重視し、研修参加者の半数を女
性とするよう義務づけるとともに、男女の役
割に対する理解向上に努めました。こうし
た取り組みの結果、参加農家の平均収量
を1.4倍に増加させることに成功しました。

モデルを全国へ広める
第２フェーズの成果を高く評価したタン
ザニア政府から要請を受け、JICAはあらた
な協力を2007年から実施します。この協
力では、モデル地区で実証された技術を

日本は1970年代から、タンザニア・キリ
マンジャロ州で、有償・無償資金協力に
より灌漑施設の整備と農業技術センター
の建設を行い、これに技術協力を有機的
に連携させ、米の収量向上に貢献してき
ました。
こうしたキリマンジャロ州での成果をタン
ザニア全土に広げるために、JICAは1994
年から「キリマンジャロ農業技術者訓練セン
ター計画」プロジェクトを７年間実施し、
タンザニア全国で稲作普及員を育成しまし
た。2001年から2006年にかけて行われた
プロジェクト第２フェーズでは、全国６
カ所にモデル灌漑地区を設置し、農民へ
の研修を行いました。

第2フェーズ3つの特徴
第２フェーズの特徴は3つあります。第

全国40カ所の灌漑地区へ広めるとともに、
政府の農業開発計画である「農業セクター
開発プログラム（ASDP）」への貢献として、
地方分権化に対応した農業技術の普及
支援体制の強化を行います。このASDP
は日本を含むドナーとタンザニア政府の共
同拠出金により運営されており、その資金
の一部を稲作技術の普及に活用し、現場
レベルでASDPの効果が現れるよう支援
していく予定です。 （タンザニア事務所）

キリマンジャロ州の米づくり経験を全国に拡大

タンザニア ● キリマンジャロ農業技術者訓練センタープロジェクト（フェーズ２）

除
草
機
利
用
研
修
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めには、漁獲量の抑制が前提となります。そのためには、限

られた漁獲量でも生計を維持できる家計収入を確保しな

ければならず、漁民だけでなく、その他の住民を含めた幅

広い視点から検討します。

②安定した食糧供給（水産資源の有効利用）

水産資源を再生可能な範囲内で有効に利用するた

め、必要な漁業基盤を整備したり、将来の資源となり

うる稚魚などを漁獲しないよう、漁具・漁法を改善し

たりします。

また、投棄や鮮度落ち、腐敗などによる漁獲後の減

耗のため、実際に漁獲されたもののうち食料として利

用されるのは３分の２程度しかありません。そこで、

水産物の加工技術や品質保証技術を向上させ、食品と

しての水産物の安全性を高めるとともに、収穫後の利

用率を上げる、あらたな価値を創出するなど、有効利

用を進めます。このように食糧生産の増大に向けて、

生産量の拡大と利用方法の改善を進めます。

③水産資源の保全管理

水産資源は鉱物資源とは異なり、一定限度内の漁獲

であれば、自律的に回復する再生可能な資源です。この

ような特性を生かし、資源利用度を適正レベルに抑え、

資源量を維持し、漁業を通した生活の安定に努めます。

先進国でも、水産資源管理には長い時間と相応の予

算・人員をかけて取り組んできているように、開発途上

国では、行政と漁民の意識の改善から始まる、地域に即

した息の長い取り組みが必要です。また、水産資源を保

全するため、上流にある森林や河川の管理など、陸域と

水域の生態系も念頭に入れ、広域かつ長期的な取り組

みを行います。さらに、回遊性の魚類や希少種について

は、国境を越えた広域的な取り組みを行います。

4つの留意事項

①キャパシティ・ディベロップメント

上の３つの目標を達成するには、漁業開発、水産加

工、養殖や資源・環境調査といった技術面の強化と同

時に、法律や規制の整備など行政面の強化、コミュニ

ティレベルでの活動や個人の意識の改善も重要です。

社会、組織、個人が個別に、あるいは共同してその役

割を果たすことができるよう、人材を育成し、問題解

決能力の向上をめざします。

②援助協調への取り組み

サブサハラ・アフリカ地域をはじめ、多くの開発途上

国で、包括的な課題に対応するための援助協調が多く

見られます。水産分野でも、資源管理などで、広域的

な協調の必要性が高まっています。援助協調にあたって

は、援助相手国における日本の協力の位置づけを確認

しながら、積極的に調整機能を果たし、情報発信を行

います。新規案件については、案件形成段階から他ド

ナーや関係機関と意見交換をしていきます。

③プログラム化の推進

個 の々プロジェクトによる協力成果をさらに高め、面的な

広がりをもたせるため、日本がもつさまざまな援助ツールを

活用し、他ドナーと連携しながら、プログラム化を推進して

いきます。特に漁村開発プロジェクトを中心に、無償資金

協力やボランティア事業との連携をこれまで以上に推進し、

開発地域の拡大と協力の持続性の確保に努力します。

④ジェンダー配慮

水産業のなかでも、漁船による操業は重労働であり、

かつ生命を脅かす危険もあるため、おもに青壮年の男性

の仕事となっています。このため、女性、高齢者は社会

的弱者として見なされがちですが、女性は沿岸部での採

集業をはじめ、魚網の修理や漁獲物の加工・販売を担う

など、漁村部では水産業の重要な担い手となっています。

水産開発・漁村開発にあたっては、社会環境を整備

し、ジェンダー配慮を進めていきます。また、個々の

事業を通して、貧困女性や不利な立場に置かれた女性

に対し、より多くの機会を提供し、エンパワーメント

をはかっていきます。

ベナン・内水面養殖振興による村落開発計画調査
2007年から２年の予定で実施しているベナン「内水面
養殖振興による村落開発計画調査」では、農村部で行
われている内水面養殖を、村の発展の足がかりにするこ
とをめざしています。
ベナンは日本の約３分の１の面積をもっていますが、その
国土は南北670km、東西80kmと南北に細長く、南側が
海に接しているものの海岸線は125kmと短いのが特徴で
（東京23区で200km）、内陸部が大半を占めています。
国民は魚を大変好み、水産業が盛んですが、海から
の漁獲は少なく、川や湖沼（内水面）からの漁獲が国内
生産の大半を占めています。また、国内生産だけでは需

要をまかなえないため、輸入に頼っているのが現状であ
り、海からの漁獲が約１万トンなのに対し、内水面が3.5
万トン、輸入は4.6万トン（2006年）にのぼっています。
このように、ベナンでは国内生産を増やすことが重要な
課題であり、村落部での養殖振興が期待されています。今
回の調査では、この課題に取り組むために、内水面養殖
の技術普及と、生産の振興、さらに養殖振興を住民の生
計向上や生活改善につなげることをめざしています。ベナ
ンでは、養殖を農業や牧畜と兼業しているケースがほと
んどです。養殖以外の分野にも取り組むことで、村の総合
的な発展の計画づくりをめざしています。
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